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看護関連施設基準等に関する講演（説明）

（参考資料）

北海道厚生局医療課

～過去にあった指摘事項について（事例）～

※本資料は、令和６年度までの適時調査等の指摘事項を基
に作成しています。
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＜凡例＞

（略称）

・「基準告示」 … 基本診療料の施設基準等
（令和６年 厚生労働省告示第57号）

・「留意事項通知」 … 診療報酬の算定方法の一部改正に
伴う実施上の留意事項について

（令和６年３月５日保医発0305第４号）

・「取扱い通知」 … 基本診療料の施設基準等及びその
届出に関する手続きの取扱いについて

（令和６年３月５日保医発0305第５号）
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１ 入院基本料等＜病院・有床診療所＞

（１）入院診療計画の基準
（２）院内感染防止対策の基準
（３）医療安全管理体制の基準
（４）褥瘡対策の基準
（５）栄養管理体制の基準
（６）意思決定支援の基準(新基準のため指摘事項等の例なし)
（７）身体的拘束最小化の基準(新基準のため指摘事項等の例なし)

２ 看護配置基準＜病院＞

４ 入院基本料等加算

３ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度



■入院診療計画の基準

○ 入院診療計画書の様式に、

・必要な項目（「特別な栄養管理の必要性（有・無） 」 、「在宅復帰支援担当者名、
在宅復帰支援計画」など）が含まれていない。

・「症状」「検査内容」などを記入していない。

・「ＡＤＬの評価」を記入していない（療養病床の場合）。

＜指摘事項＞

○ 参考様式と必要な事項については、通知に定められております。
（取扱い通知 別添６ 別紙２～別紙２の３「入院診療計画書」）

＜根拠規定＞

○ 電子カルテに必要な情報が組み込まれ、入院中から退院後の生活がイメージできる
ような内容であり、これらを活用して説明等が行われている場合は、医療機関が使用
している様式で差し支えありません。

＜ポイント＞
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■入院診療計画の基準

○ 入院診療計画書の「主治医以外の担当者名」欄の記入が、

・医師に限定されている。

・特定の従事者（病棟の看護師長、受け持ちの看護師など）に限定されている。

・未記入のまま、患者に交付して説明している。

＜指摘事項＞

○ 入院診療計画は、入院の際に、医師、看護師、その他必要に応じて関係職種が共同
して総合的な診療計画を策定し、患者に対して説明する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ １（２））

＜根拠規定＞
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○ リハビリが必要な患者 … 担当する理学療法士、作業療法士等

○ 特別な栄養管理が必要な患者 … 管理栄養士

＜ポイント＞



■入院診療計画の基準

○ 看護計画が、

・画一的なものになっている。

・入院診療計画書に記載せずに患者へ交付している。

＜指摘事項＞

○ 看護の実施にあたっては、個々の患者の病状にあった適切な看護が実施される必要
があり、効果的な医療提供ができるよう患者ごとに看護計画を策定する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第２ ４（６）ウ）

＜根拠規定＞
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○ システムを利用している場合など、同じ文言（フォーマット）になっていないか。

○ 患者にとって、個別・具体的で、分かりやすく立案されているか。

＜ポイント＞
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（参考）入院診療計画書の様式

一般病棟用

・項目が不足していないか。

・未記入のまま患者に交付していないか。

・医師以外に記入があるか。
（治療に携わる担当者）

看護担当…
薬剤担当…
リハビリ担当
栄養管理担当… など

・看護計画が画一的になっていないか。

・患者にとって分かりやすい計画と
なっているか。
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（参考）入院診療計画書の様式

療養病棟用
（後期高齢者）

精神病棟用



■院内感染防止対策の基準

○ 院内感染防止対策委員会の

・構成員が不足している。

・必要なメンバーが出席していない。

＜指摘事項＞

○ 院内感染防止対策委員会は、病院長（診療所長）、看護部長、薬剤部門の責任者、
検査部門の責任者、事務部門の責任者、感染症対策に関し相当の経験を有する医師等
で構成される必要があります（診療所は、兼務可）。
（取扱い通知 別添２ 第１ ２（３））

＜根拠規定＞
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○ 病院長が出席しているか。

○ 薬剤部門の責任者が出席しているか。

＜ポイント＞



■院内感染防止対策の基準

○ 感染情報レポートを

・月１回程度の頻度で作成している。

・院内で感染が発生したときのみ作成している。

・院内感染防止対策委員会で活用していない。

＜指摘事項＞

○ 「感染情報レポート」は、検査部（病院の場合）において、週１回程度作成する必要
があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ ２（４））

＜根拠規定＞
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○ 特定の細菌（ＭＲＳＡ（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）など）のみではなく、入院
患者からの各種細菌の検出状況や、薬剤感受性成績のパターン等を把握・活用すること
を目的に作成します。

＜ポイント＞



■医療安全管理体制の基準

○ 医療事故等の院内報告制度について、

・各部署から報告書が提出されていない。

・インシデント等の分析を通した改善策が実施されていない。

・安全管理の指針（インシデント等のレベル分類など）が文書化されていない。

＜指摘事項＞

○ 安全管理のための医療事故等の院内報告制度が整備されている必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ ３（２）及び（３））

＜根拠規定＞
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○ 看護部以外から報告書が提出されているか。

○ 委員会が月１回程度開催されているか。

＜ポイント＞



■医療安全管理体制の基準

○ 職員研修の

・出席者が少数である。 ・各部署の出席者を把握していない。

・特定の部署が出席していない。

・年１回程度の頻度で開催している。

＜指摘事項＞

○ 職員研修は、安全管理のための基本的考え方・具体的方策について、職員に周知徹底
を図ることを目的に、研修計画に基づき、年２回程度開催する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ ２（５））

＜根拠規定＞
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○ 開催日程、研修内容等が検討され、全職員が出席可能なものになっているか。
○ 欠席者への対応は、適切に行われているか。
○ 資料の配布のみとなっていないか。

＜ポイント＞



■褥瘡対策の基準

○ 褥瘡対策チームの、

・構成員（専任の医師・看護職員）が不明である。

・院内規程が未整備であり、チームの設置が不明確である。

・活動内容が明記されていない。

＜指摘事項＞

○ 褥瘡対策に係る専任の医師及び褥瘡看護に関する臨床経験を有する専任の看護職員
から構成される褥瘡対策チームを設置する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ ４（２））

＜根拠規定＞
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○ 褥瘡対策の診療計画の作成・評価は、褥瘡対策チームの構成員（専任）が行う必要が
あります。

＜ポイント＞



■褥瘡対策の基準

○ 褥瘡の状態を、

・DESIGN-R（日本褥瘡学会）で評価していない（様式が異なっている）。

・専任以外の看護職員が評価している。

○ 褥瘡対策に関する診療計画書を受け持ちの看護師（専任以外）が作成している。

＜指摘事項＞

○ 危険因子のある患者は、褥瘡対策チームの専任の医師・看護職員が、褥瘡対策の診療
計画の作成・評価を行う必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ ４（３））

＜根拠規定＞
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○ 計画書が旧様式となっていないか。(R４改定にて薬学的管理、栄養管理に関する事項
が追加)

○ 専任の者によって作成・評価が行われているか。

＜ポイント＞

※褥瘡対策の実施は、専任以外の者でも差し支えありません。
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（参考）褥瘡対策に関する診療計画書の様式

（◎適切な例）専任の医師・看護職員（褥瘡対策チーム）が作成している。

（×誤りの例）専任以外の受け持ち看護師作成している。

○必要な看護計画が立案されているか。

（次ページへ続く）
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○ブレーデンスケールのみの評価になっていないか。

○DESIGN-Rで評価しているか。
○「深さ」を合計点に含めていないか。

（前ページの続き）
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（参考）褥瘡対策に関する診療計画書の様式



■栄養管理体制の基準

○ 特別な栄養管理の必要性（有・無）を、

・入院診療計画書に記載していない。

・医師のみで確認している。

＜指摘事項＞

○ 入院時、患者の栄養状態を医師、看護職員、管理栄養士が共同して確認し、
特別な栄養管理の必要性の有無について、入院診療計画書に記載する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ ５（３）及び（４））

＜根拠規定＞
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○ 特別な栄養管理が必要な患者について、栄養管理計画が作成されているか。

＜ポイント＞



■栄養管理体制の基準

○ 栄養管理計画について、

・様式が異なっている。

・診療録に貼付されていない。

・定期的に記録・評価していない。

＜指摘事項＞

○ 共同で作成した計画書（又はその写し）は、診療録に貼付し、定期的に記録・評価し、
必要に応じて計画を見直す必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第１ ５（５）～（６））

＜根拠規定＞
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○ 栄養状態の定期的な記録が管理されているか。

＜ポイント＞
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（参考）栄養管理計画書の様式

栄養状態の評価が行われているか。
（特別な栄養管理が必要な患者）

患者ごとに、
・栄養状態・摂食機能・食形態
が考慮されたものになっているか。

計画作成が遅れていないか。
（救急患者、休日に入院した患者など、入院
日に策定できない場合は、入院後７日以内に
策定する必要があります。）

必要な事項が記載されているか。

評価の間隔が記載されているか。
・定期的に記録されているか。
・必要に応じ見直しをしているか。

診療録に貼付されているか。
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２ 看護配置基準＜病院＞
（１）勤務時間数の管理
（２）夜勤の留意点
（３）特定入院料

４ 入院基本料等加算

１ 入院基本料等＜病院・有床診療所＞

３ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度



■勤務時間数の管理

○ 病棟の勤務実績表（様式９）の病棟勤務時間数に、

・外来勤務、手術室勤務の時間数を算入している。

・年次休暇、育児休暇の時間数を算入している。

○ 必要な勤務時間数を把握していない。

＜指摘事項＞

○ 勤務時間数は、病棟において実際に入院患者の看護に当たっている者の時間数を
計上する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第２ ４（２）ウ）

＜根拠規定＞
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○ 夜間の急患（外来）の対応など、病棟勤務として扱っていないか。
○ 兼務する場合は、実際の病棟勤務の時間のみを算入します。
○ 就業規則どおりの勤務形態となっているか。

＜ポイント＞



■勤務時間数の管理
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（参考）勤務時間への算入の可否

○ 食事・休憩時間 … ◎計上可能（勤務時間に含まれる）。

○ 残業時間 … ×含まない。

○ 院内感染防止対策委員会・安全管理のための委員会・
安全管理の体制確保のための職員研修・褥瘡対策委員会に参加する時間
身体的拘束最小化チームに係る業務・身体的拘束最小化に関する職員研修

… ◎計上可能（各基準を満たすために必要なもの）。

・院内感染防止対策の基準
・医療安全管理体制の基準
・褥瘡対策の基準
・身体的拘束最小化の基準



■勤務時間数の管理
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＜様式９への計上方法＞

（例１）保険医療機関が定める夜勤時間帯 … 16:30 ～ ８:30 （16時間）

・看護師Ａ（日勤）さんのシフト 8:30 ～ 17:00まで勤務

・看護師Ｂ（夜勤）さんのシフト 16:30 ～ 翌日9:00まで勤務

・申し送り時間 ①夕方 16:30～17:00（0.5時間）
②朝 8:30～9:00（0.5時間）

（２交代制勤務、他部署で兼務せず、すべて病棟で勤務する場合。）

（記入例）

上段…日勤時間帯

中段…夜勤時間帯において
当該病棟で勤務した時間数

下段…夜勤時間帯において
当該病棟以外で勤務した時間
を含む総夜勤時間数

勤務実績表

１日 ２日 ３日

曜 曜 曜

8.00 8.00

7.50 8.50
7.50 8.50

日付別の勤務時間数
（
略

）

…

…

（
略

）

看護師 Ｂ

…

…

看護師

種別
番
号

病
棟
名

氏名

Ａ

Ａさん … 8:30～16:30(8.0h)を計上。
Ａさん→Ｂさんの申し送り(16:30～17:00)は、含めません（申し送る側）。

Ｂさん … 16:30～0:00(7.5h)、0:00～8:30(8.5h)を計上。
Ｂさん→Ａさんの申し送り(8:30～9:00)は、含めません（申し送る側）。



■勤務時間数の管理
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＜様式９への計上方法＞

（例２）保険医療機関が定める夜勤時間帯 … 16:30 ～ ８:30 （16時間）

・看護師Ａ（日勤）さんのシフト 9:00 ～ 17:00まで勤務

・看護師Ｂ（夜勤）さんのシフト 17:00 ～ 翌日9:00まで勤務

・申し送り無し

（２交代制勤務、他部署で兼務せず、すべて病棟で勤務する場合。）

（記入例）

勤務実績表

１日 ２日 ３日

曜 曜 曜

7.50
0.50
0.50

0.50
7.00 8.50
7.00 8.50

看護師 Ｂ … …

（
略

）

看護師 Ａ … …

種別
番
号

病
棟
名

氏名
（
略

）

日付別の勤務時間数

日勤時間帯の勤務時間数を計上
Ａさん…9:00～16:30(7.5h)

夜勤時間帯の勤務時間数を計上
Ａさん…16:30～17:00(0.5h)

夜勤時間帯の勤務時間数を計上
Ｂさん…17:00～0:00(7.0h)

夜勤時間帯の勤務時間数を計上
Ｂさん…0:00～8:30(8.5h)

日勤時間帯の勤務時間数を計上
Ｂさん…8:30～9:00(0.5h)



■勤務時間数の管理
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＜様式９への計上方法＞

（例３）夜勤時間帯に看護要員が病棟勤務と外来勤務を兼務する場合

・保険医療機関が定める夜勤時間帯 … 16:30 ～ ８:30 （16時間）

・看護師Ｃ（夜勤）さんのシフト 16:30 ～ 8:30まで勤務

うち、外来勤務… 16:30～20:30
うち、病棟勤務… 20:30～8:30

・申し送り無し

（記入例） 実際に病棟で勤務した時間を計上。
Ｃさん…20:30～0:00(3.5h)

総夜勤時間数を計上。
Ｃさん…16:30～0:00(7.5h)

兼務する場合の月平均夜勤時間数の実人員数は、①／②。
①病棟で勤務した月当たり延べ夜勤時間数
②月当たりの延べ夜勤時間数（病棟と病棟以外の勤務時間）

月平均夜勤時間数の実人員数
（例）Ｃさんが月４回の勤務
① (3.50+8.50)×４＝48.0h
② (7.50+8.50)×４＝64.0h
①／② ＝ 0.75（人）

１日 ２日 ３日

曜 曜 曜

3.50 8.50
7.50 8.50

（
略

）

看護師 Ｃ … …

種別
番
号

病
棟
名

氏名
（
略

）

日付別の勤務時間数



■夜勤の留意点

○ 夜勤を、

・准看護師２名のみで行っている
（急性期一般入院基本料、地域一般入院基本料（３は除く）、

７対１、10対１、13対１）。
・２名以上で行っていない。

＜指摘事項＞

○ 病棟における夜勤は、看護師１名を含む看護職員２名以上が行う必要があります。
（急性期一般入院基本料、地域一般入院基本料（３は除く、７対１入院基本料、

10対１入院基本料、13対１入院基本料）
（基準告示 第５ １通則（７））

＜根拠規定＞
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○ 夜間の急患（外来）の対応が常態化し、１名の夜勤体制となっていないか。

○ 療養病棟は、看護職員１名と看護補助者１名の計２名以上でも差し支えありません。

＜ポイント＞



■夜勤の留意点

○ 勤務時間数の計上に誤りがあり、正しく計算したところ、

・過去に遡って、月平均夜勤時間数が72時間を超過していた。

＜指摘事項＞

○ 夜勤を行う看護職員の１人あたりの月平均夜勤時間数は、72時間以下であるなど、
労働時間が適切なものである必要があります。
（基準告示 第５ １通則（６））

＜根拠規定＞

28

○ 夜勤時間帯とは … 22:00～5:00を含む連続する16時間です。
（ 例 日勤 ８:30～16:30 夜勤 16:30～８:30 ）※各保険医療機関で定めます。

＜ポイント＞

（療養病棟入院基本料及び特別入院基本料を算定する場合を除く。）



■夜勤の留意点

29

（参考）看護職員１人当たり月平均夜勤時間数の算出方法

【一般病棟の場合】

月平均夜勤時間数 ＝

（小数点第２位以下切り捨て）

○ 夜勤専従者は、実人員数・延夜勤時間数に含みません。

○ 夜勤時間帯に従事した実人員数は、夜勤時間帯に、病棟と外来等を兼務する場合
は、病棟勤務の時間数を当該看護要員の延夜勤時間数（病棟以外を含む）で
除した数を算入します。

→「勤務時間数の管理」（記入例：例３参照）

○ 急性期一般入院基本料、７対１及び10対１は、夜勤時間数が16時間未満の者は、
含みません。

（ただし、短時間正職員については、12時間以上を含む。）
※短時間正職員と育児・介護休業法による短時間勤務は異なる。

○ 急性期一般入院基本料、７対１及び10対１以外は、夜勤時間数が８時間未満の者
は含みません。

当該病棟の看護職員の月延夜勤時間数

夜勤時間帯に従事した実人員数

※夜勤専従者は、勤務計画表に日勤が組み込まれていない者であって、日勤の看護職員の急病時などの
真に緊急やむを得ない場合に月に１回を限度に日勤を行うことが認められている。



■夜勤の留意点

30

（参考）看護職員１人当たり月平均夜勤時間数の算出方法

【一般病棟の場合】（様式９）

月平均夜勤時間数＝

月延夜勤時間数
─────────
夜勤時間帯の従事者数

（72時間以下）

（例）
夜勤従事者 23人（８+11+４）
８人×72時間 = 576時間(a)
11人×64時間 ＝ 704時間(b)
４人×40時間 ＝ 160時間(c)

(a)～(c)の合計 1,440時間

1,440時間 ÷ 23人 = 62.6時間



■特定入院料

○ 各勤務帯の入院患者数に対し、必要な看護配置数が不足している。

○ 治療室の入院患者数が、届出した病床数を超過したため、看護配置数が不足した。

＜指摘事項＞

○（例）特定集中治療室管理料１
… 治療室における看護師の数は、常時、２：１以上であることが必要です。

（基準告示 第９ ３（１）イ④）

＜根拠規定＞

31

○ １日の中でも、日中や夜間などの各時間帯によって、患者の人数が異なる場合には、
治療室内に必要な看護配置数が異なります。（常時２：１以上）
＜例 患者数 … 深夜４名、日中４名、準夜６名 → 配置数 … 深夜２名、日中２名、準夜３名＞

○ 入退室の時刻の記録があり、必要な管理が行われているか。

○ 様式９－２を参考に適切に看護配置を管理すること。

＜ポイント＞



32

１ 入院基本料等＜病院・有床診療所＞

３ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度

２ 看護配置基準＜病院＞

４ 入院基本料等加算



■重症度、医療・看護必要度

○ 評価票の記入・測定の結果が、

正確に行われているか、確認されていない。

＜指摘事項＞

○ 実際に、患者の重症度、医療・看護必要度が正確に測定されているか、定期的に
院内で確認する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第２ ４の２（８）及び別添６の別紙７「一般病棟用の重症度、
医療・看護必要度に係る評価票 評価の手引き」８．評価の根拠）

＜根拠規定＞

33

○ 記入は、院内研修を受けた者が行う必要があります。

＜ポイント＞



34

１ 入院基本料等＜病院・有床診療所＞

３ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度

２ 看護配置基準＜病院＞

４ 入院基本料等加算
（１）急性期看護補助体制加算・看護補助加算
（２）看護職員の負担軽減及び処遇改善に資する体制の整備
（３）看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算
（４）看護補助体制充実加算
（５）医療安全対策加算
（６）感染対策向上加算
（７）連携強化加算（感染対策向上加算の注３）
（８）入退院支援加算 ※地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入院医療管理料）



■急性期看護補助体制加算・看護補助加算

○ 看護職員と看護補助者との業務範囲について、

・個別の業務内容を、文書（院内規程）で整備していない。

・見直しが行われていない。

＜指摘事項＞

○ 院内規程を定め、年１回以上見直しを行う必要があります。
（取扱い通知 別添３ 第４の３ １通則（７）及び第７ １（６））

＜根拠規定＞

35

○ 役割分担の具体的内容は、「看護職員の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」に
記載します。

＜ポイント＞



■看護職員の負担軽減・処遇改善に資する体制の整備

○ 「多職種からなる役割分担推進のための委員会」（会議）が、

・設置されていない。

○ 同委員会で、「看護職員の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」を、

・策定していない、評価していない。

＜指摘事項＞

○ 委員会（会議）を設置した上で、計画の作成、達成状況の評価等を行う体制を整備
する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第２ 11（３）イ）

＜根拠規定＞

36

○ 議事録など、多職種による開催の記録があるか。

○ 看護職員等の労働時間管理を行う責任者は配置されているか。

＜ポイント＞



■看護職員の負担軽減・処遇改善に資する体制の整備

○ 「看護職員の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」について、

・計画を職員に周知していない。

＜指摘事項＞

○ 計画は、現状の勤務状況等を把握し、問題点を抽出した上で、具体的な取組み内容と
目標達成年次等を含めて策定し、職員に周知徹底する必要があります。
（取扱い通知 別添２ 第２ 11（３）ウ ）

＜根拠規定＞

37

○ 各職種の役割分担が、具体的な内容となっているか。
（静脈採血の検査部における実施 ○年○月より実施予定 など）

＜ポイント＞



■看護職員の負担軽減・処遇改善に資する体制の整備

○ 「看護職員の負担の軽減及び処遇の改善」に関する取組事項の院内掲示がない。

＜指摘事項＞

○ 看護職員の負担の軽減及び処遇の改善に関する取組事項を当該保険医療機関内に掲示
する等の方法で公開すること。
（取扱い通知 別添２ 第２ 11（３）エ ）

＜根拠規定＞

38

○ 「看護職員の負担の軽減及び処遇の改善」に関する取組事項の院内掲示等の方法で
公開しているか。

＜ポイント＞



■看護職員の負担軽減・処遇改善に資する体制の整備

39

＜計画の例＞

（参考１）「医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の推進について」
（平成19年12月28日医政発第1228001号厚生労働省医政局長通知）

（参考２）「病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に係る計画の策定について」
（平成22年３月31日厚生労働省保険局医療課事務連絡）

平成○○現在の勤務状況 目標

　１．職員数　常勤　　　名　非常勤　　　名 　・・・。

　２．平均業務時間　　平均　　　時間（最大○時間、最小○時間）

　３．夜勤回数

　４．育児支援制度利用者

○…… □ ％ □ ％

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

○……

備考
平成○○年度までの

目標

達成項目のチェック

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

分野
目標達成のために
必要な手順 平成○○年３月 平成○○年３月

現状



■看護職員夜間配置加算

○ 夜間の入院患者数に対し、必要な看護配置数が不足している。

＜指摘事項＞

○ 看護職員夜間配置加算は、各病棟に３名以上の配置に加えて、常時12対１又は
16対１を満たす必要があります。
（基準告示 第８ ７の４（１）イ又は（３）イ）

＜根拠規定＞

40

○ 日々の入院患者数によって、夜間の看護配置数（必要数）が異なります。

○ 夜間の緊急入院に対応している場合、時間帯ごとに看護配置数は足りているか。

＜ポイント＞



41

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ 夜勤を含む交代制勤務に従事する看護要員の…

ア 勤務終了時刻と直後の勤務の開始時刻 → 11時間以上の間

イ ３交代制勤務（変則３交代制勤務）の勤務開始時刻
→ 直近の勤務の開始時刻の概ね24時間後以降となる勤務編成

ウ 連続して行う夜勤の数 → ２回以下

エ 看護職員の夜勤後の歴月の休日が確保されていること

オ 夜勤時間帯の患者のニーズに対応できるよう、早出や遅出等の柔軟な勤務体制の
工夫がされていること

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



42

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ 保険医療機関において…

カ 所属部署以外の部署を一時的に支援するため、夜勤時間帯を含む各部署の
業務量を把握・調整するシステムを構築し、部署間で業務標準化に取り組み、
過去一年間に当該システムを夜勤時間帯に運用した実績がある

キ 看護補助業務のうち5割以上が療養生活上の世話をしていること

ク 看護補助者の夜間配置

ケ みなし看護補助者を除いた看護補助者の比率 → ５割以上

コ 夜勤時間帯を含めて開所している院内保育所を設置している

サ ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用によって、看護職員の業務負担軽減を行っている
こと。(取り組むことが望ましい。)

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



43

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞
○ 満たす必要がある項目数

サ □ □ □ □ □

コ □ □ □ □ □

４項目以上 ３項目以上 ４項目以上 ４項目以上 ３項目以上

ケ □ □ □ □

ク □

キ □ □

カ □ □ □ □ □

オ □ □ □ □ □

エ □ □ □ □ □

ウ □ □ □ □ □

イ □ □ □ □ □

ア □ □ □ □ □

夜間看護体制
加算
（障害者施設等入
院基本料の注11）

夜間看護体制
加算（急性期看
護補助体制加算/
地域包括医療病
棟入院料注７）

看護職員夜間
配置加算
（12対１配置１・16
対１配置１（地域包
括医療病棟入院料
の注９を含む））

看護補助加算
（夜間看護体制
加算）

看護職員夜間配置
加算
（精神科救急急性期医
療入院料の注４／精神
科救急・合併症入院料
の注４）

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



44

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ 留意点

・ ア～エについて、やむを得ない理由により各項目を満たさない勤務が0.5割以内の
場合は、各項目の要件を満たしているとみなす。

・ ケについて、暦月で１か月を超えない期間の１割以内の一時的な変動は、要件を
満たしているものとみなす。

・ 院内保育所の保育時間は、夜勤時間帯のうち４時間以上が含まれていること。

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



45

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ その他留意点 ～開始時刻・終了時刻～（疑義解釈資料より）

（問１）ア及びイの開始時刻・終了時刻は、超過勤務した時間を含めるのか。

（答）含める。

（問２）イの「概ね24時間後以降」とは、例えば、日勤（８－17時）をした翌日が
早出（７－16時）の場合は、要件を満たすか。

（答）直近の勤務の開始時刻の23時間後以降であれば、要件を満たす。

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



46

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ その他留意点 ～夜勤の数え方～（疑義解釈資料より）

（問３）ウの夜勤の数え方について。
①例えば16時間夜勤の場合、１回の夜勤と数えるのか。

それとも、準夜・深夜と考え２回と数えるのか。
②夜勤と夜勤の間に休日を挟む場合は、連続しないと考えてよいか。

（答）①始業時刻から終業時刻までの一連の夜勤を１回と考える。
この場合、１回と数える。

②よい。暦日の休日を挟んだ場合は、休日前までの連続して行う夜勤回数を
数える。

（問４）ウの夜勤の数について、早出、遅出など一部夜勤時間帯を含む勤務形態に
ついても、当該項目の夜勤の連続回数の対象となるか。

（答）勤務時間に午後10時から翌日５時までの時間帯が一部でも含まれる場合は
当該加算の項目の夜勤の連続回数の対象として計上する。

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



47

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ その他留意点 ～各部署の業務量を把握・調整するシステム～（疑義解釈資料より）

（問５）エ【現・カ】の「各部署の業務量を把握・調整するシステム」について、
① どのようなシステムか。
② 各部署の業務量は把握しているが、既に適切な配置をしており病棟間の

応援等の実績がない場合は、要件を満たさないのか。
③ 「各部署」は、当該加算を算定している病棟のみか。

（答）① 例えば、「重症度、医療・看護必要度」を活用して各病棟の業務量を
一括で把握し、業務量に応じ一時的に所属病棟以外の病棟へ応援にいく等の
システムである。

② 常に、夜勤時間帯を含めた各部署の業務量を把握・調整するシステムが
構築されており、かつ、部署間での業務標準化に取り組んだ上で応援等は
必要ないと判断したのであれば、運用実績があるとみなす。

③ 特に限定していない。

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



48

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ その他留意点 ～院内保育所～（疑義解釈資料より）

（問６）院内保育所について、
① 毎日開所していないと該当しないのか。
② 院内ではなく、同一敷地内に設置、道路を挟んだビルを賃貸して運営

又は近隣の認定保育所と定員の一部を契約している等の場合は該当するか。
③ 病児保育のみを実施している場合は、該当するか。

（答）① 院内保育所の保育時間に夜勤時間帯のうち４時間以上含まれる日が
週５日以上ある場合は該当する。

なお、４時間以上とは、連続する４時間ではなく、夜勤時間帯の中で
保育時間が重複する時間の合計が４時間以上の場合も該当する。

② 運営形態は問わないが、設置者が当該医療機関であること。
また、保育料の補助のみ等の実際に保育所を設置・運営していない場合は、

含まない。
③ 該当しない。

■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算



■看護職員夜間配置加算・夜間看護体制加算

49

＜夜間における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備＞

○ その他留意点 ～看護補助者の夜間配置～（疑義解釈資料より）

（問７）看護補助加算の夜間看護体制加算について、
看護補助者を夜勤時間帯に配置とあるが、
① この夜勤時間帯とは、病院が設定した夜勤時間帯でよいか。

また、看護補助者の勤務時間が夜勤時間帯に一部含まれる場合は
該当するか。

② 毎日配置していなければいけないか。

（答）① 保険医療機関が定める夜勤時間帯のうち４時間以上、看護補助者（みなし
看護補助者を除く。）を配置していればよい。

② 週３日以上配置していればよい。



■看護補助体制充実加算

○ 当該保険医療機関において３年以上の看護補助者としての勤務経験を有する看護補助
者を５割以上配置していない（看護補助体制充実加算１）。

＜指摘事項＞

○ 当該保険医療機関において３年以上の看護補助者としての勤務経験を有する看護補助
者を５割以上配置する必要があります。
（取扱い通知 別添３ 第４の３ 10（１）ア、第７ ４（１）ア等）

＜根拠規定＞
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○ 当該保険医療機関において３年以上の看護補助者としての勤務経験を有する看護補助
者を入院料及び加算に係る病棟において５割以上配置。

○ 常勤換算後の人数を用いて算出する。

○ みなし看護補助者は含めない。

＜ポイント＞



○ 医療安全管理者の

・具体的な業務内容が不明である。

・活動実績等が記録されていない。

＜指摘事項＞

○ 具体的な業務内容を整備する必要があります。

（取扱い通知 別添３ 第20 １（１）ウ、（２）及び（３））

＜根拠規定＞
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○ 医療安全管理者が、医療安全管理部門の業務の企画立案・評価を行っているか。

＜ポイント＞

■医療安全対策加算



■医療安全対策加算
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＜医療安全管理者が行う業務＞

○ 安全管理部門の業務に関する企画立案・評価を行う。

○ 定期的に院内を巡回し、各部門における医療安全対策の実施状況を把握・分析する。

○ 医療安全確保のために必要な業務改善等の具体的な対策を推進する。

○ 各部門の医療事故防止担当者を支援する。

○ 医療安全対策の体制確保のための各部門との調整を行う。

○ 職員研修を企画・実施する。

○ 相談窓口等の担当者と密接な連携を図る。

○ 患者・家族の相談に適切に応じる体制を支援する。



■医療安全対策加算

○ 医療安全管理部門の

・業務指針が不明である。

・カンファレンスの記録がない。

・各部門における医療安全対策に係る実施状況の評価が行われていないので、
適切に評価を実施し、業務改善計画書を作成すること。

＜指摘事項＞

○ 部門の業務指針を整備し、業務改善計画書の作成など、医療安全管理者の活動実績を
記録し、カンファレンスを週１回程度開催する必要があります。

（取扱い通知 別添３ 第20 １（１）ウ及び（３））

＜根拠規定＞
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■医療安全対策加算
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＜医療安全管理部門が行う業務＞

○ 部門には、全ての部門の職員（診療部門、薬剤部門、看護部門、事務部門等）を
専任で配置する。

○ 各部門における医療安全対策の実施状況の評価に基づき、

・ 医療安全確保のための業務改善計画書を作成し、

・ それに基づく医療安全対策の実施状況及び評価結果を記録する。

○ 医療安全管理対策委員会との連携状況、院内研修の実績、患者等の相談件数、
相談内容、相談後の取扱い、その他の医療安全管理者の活動実績を記録する。

○ カンファレンス（医療安全対策に係る取組の評価等を行う）を週１回程度開催し、
医療安全管理対策委員会の構成員及び必要に応じて各部門の医療安全管理の担当者等が
参加している。



■感染対策向上加算

○ 具体的な業務内容が整備されていない。

○ 院内の巡回について、１週間に１回程度、各病棟の巡回が行われていない。

○ 院内の巡回について、院内感染事例の把握及び院内感染防止対策の実施状況の
把握及び指導が行われていない。

＜指摘事項＞

○ 必要な院内規程を整備する必要があります。

○ 感染事例を把握するため、１週間に１回程度の院内巡回が必要です。

（取扱い通知 別添３ 第21 １（11）、２（11）及び３（８））

＜根拠規定＞
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○ 具体的な業務内容が整備されているか。

○ 感染制御チームの院内の巡回の状況、感染事例の把握・対策の実施状況などが
記録されているか。

＜ポイント＞



■感染対策向上加算

○ マニュアルに、抗菌薬の適正使用の内容が含まれていない。

○ 職員研修が行われていない。

＜指摘事項＞

○ 標準予防策等の内容を盛り込んだ手順書（マニュアル）を作成する必要があります。

（取扱い通知 別添３ 第21 １（５）、２（６）及び３（４））

○ 職員研修は、感染制御チームによって、年２回程度開催する必要があります。

（取扱い通知 別添３ 第21 １（６）、２（７）及び３（５））

＜根拠規定＞
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○ 抗菌薬の使用状況を、どのようにチームが把握するのかをマニュアルにしているか。
特に、特定抗菌薬は届出制又は許可制の体制をとる必要があります。

○ チームによる研修は、医療安全管理体制に係る研修とは、別に行う必要があります。

＜ポイント＞



■感染対策向上加算
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＜感染制御チーム＞

通則に規定する院内感染防止対策を行った上で、更に院内に感染制御チームを設置し、
院内感染状況の把握、抗菌薬の適正使用、職員の感染防止等を行うことを評価するもの。

○ 構成員について

感染対策向上加算１

・ 専任の常勤医師（３年以上の感染症対策の経験）

・ 専任の看護師（５年以上の感染管理に従事した経験を有し、感染管理に係る適切な
研修を修了している）

・ 専任の薬剤師（３年以上の病院勤務の経験を有し、感染防止対策にかかわる）

・ 専任の臨床検査技師（３年以上の病院勤務の経験）

⇒ 医師又は看護師のうち、１名は専従。

⇒ 上記に定める者のうち1名が院内感染管理者として配置されている必要がある。



■感染対策向上加算
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感染対策向上加算２

・ 専任の常勤医師（３年以上の感染症対策の経験）

・ 専任の看護師（５年以上の感染管理に従事した経験）

・ 専任の薬剤師（３年以上の病院勤務の経験又は適切な研修を修了している）

・ 専任の臨床検査技師（３年以上の病院勤務の経験又は適切な研修を修了している）

⇒ 上記に定める者のうち1名が院内感染管理者として配置されている必要がある

感染対策向上加算３

・ 専任の常勤医師

・ 専任の看護師

⇒上記に定める者のうち1名が院内感染管理者として配置されている必要がある



■感染対策向上加算
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＜感染制御チーム＞
○ 業務内容について

・ １週間に１回程度、定期的に院内を巡回し、感染事例の把握、院内感染防止対策
の実施状況の把握・指導を行う。

・ 感染対策向上加算２、３又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った他の医療
機関に対し、必要時に感染対策に係る助言を行う。

・ 感染事例、感染発生率に関するサーベイランス等の情報を分析・評価する。

・ 院内感染の増加が確認された場合、病棟ラウンドの所見・サーベイランスデータ等
を基に、改善策を講じる。

・ 巡回、院内感染に関する情報を記録に残す。

・ 微生物学的検査を利用し、抗菌薬の適正使用を推進する。

・ バイコマイシン等（抗ＭＲＳＡ薬）、広域抗菌薬等の使用を、届出制又は許可制
とし、投与量、投与期間の把握を行い、投与方法の適正化を図る。

・ 院内感染対策に関する職員研修の実施（年２回程度）

・ 手順書（マニュアル）の作成・改訂、遵守状況の確認（巡回時） など



■感染対策向上加算
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＜感染制御チーム＞

○ 院内の巡回について

・ １週間に１回程度、巡回します（定期的）。

・ 各病棟は、毎回巡回します。(少なくとも２名以上で)
（病棟ごとの院内感染や耐性菌の発生リスクの評価を定期的に実施している場合は、少なくともリスクの

高い病棟を毎回巡回し、それ以外の病棟は、巡回を行っていない月がないことが必要です。）

・ 必要性に応じて、各部署を巡回します。

・ 患者に侵襲的な手術・検査等を行う部署は、２月に１回以上の巡回が必要です。

○ 研修について

・ 個々の従業者の院内感染に対する意識を高め、業務を遂行する上での技能の向上
などを図るもの。（疑義解釈その１問18（令和４年３月31日事務連絡）を参照）

・ 職種横断的な参加の下で行うもの。・ 全体に共通する院内感染に関するもの。

・ 研修の実施内容（開催、受講日時、出席者、研修項目）を記録する。

・ 最新の知見の共有が求められ、単なる勉強会は不可。



■感染対策向上加算
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＜合同カンファレンス＞

○ 感染対策向上加算１を届け出た医療機関の感染制御チームは、

・ 感染対策向上加算２又は３を届け出た医療機関と合同で、

・ 少なくとも年４回程度、定期的にカンファレンスを行います。

○ 参加メンバー … 原則、感染制御チームの各々の職種（医師、看護師、薬剤師、
臨床検査技師）が少なくとも１名ずつで、ビデオ通話が可能な機器
を用いて実施しても差し支えない。

○ 内容（例）

・ 薬剤耐性菌等の検出状況
・ 感染症患者の発生状況
・ 院内感染対策の実施状況

（アルコール製剤の使用量、感染経路別予防策の実施状況等）
・ 抗菌薬の使用状況等の情報の共有
・ 参加しているサーベイランス事業からのデータの共有
・ 意見交換等

最新の知見を
共有する。



■連携強化加算（感染対策向上加算の注３）

○ 直近１年間に４回以上、感染症の発生状況、抗菌薬の使用状況等について
報告を行っていない。

＜指摘事項＞

○ 当該保険医療機関が連携する感染対策向上加算１に係る届出を行った他の保険医療機
関に対し、過去１年間に４回以上、感染症の発生状況、抗菌薬の使用状況等について
報告を行っていること。

（取扱い通知 別添３ 第21 ５（２））

＜根拠規定＞
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■連携強化加算（感染対策向上加算の注３）
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○ 直近１年間とは、１月～12月まで又は４月～３月までの期間ではなく、
確認月に応じて、スライドして確認する必要があります。

○ 届出以降は、毎月、適切に報告回数を確認する必要があります。

年４回以上の報告が必要



■入退院支援加算及び地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入院医療管理料）

○ 入退院支援部門に配置されている専従の看護師又は専従の社会福祉士が

・病棟や外来において、看護業務に従事している
・病棟に専任で配置されている（入退院支援加算１のみ）

＜指摘事項＞

○ 入退院支援部門に経験を有する専従の看護師又は専従の社会福祉士を配置。

（取扱い通知 別添３ 第2６の５ １（２）、別添４ 第12 １（３） ）

○ 入退院支援及び地域連携業務に専従する看護師又は社会福祉士が、
各病棟に専任で配置。

（取扱い通知 別添３ 第2６の５ １（３））

＜根拠規定＞
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○ 入退院支援部門の専従者が、入退院支援部門以外の業務に従事することはできない。

○ 病棟専任の看護師又は社会福祉士が、入退院支援及び地域連携業務以外の業務に従事
することはできない（入退院支援加算１のみ）。

＜ポイント＞



65

■入退院支援加算及び地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入院医療管理料）

【業務内容】

・患者等からの様々な相談への対応業務

（Ａ職員）

専任者

（Ｂ職員）

専任者

（Ａ職員）

専任者

（Ａ職員）

入退院支援部門

専従者

【業務内容】

・看護業務

病棟看護師

（Ａ職員）

外来看護師

（Ａ職員）

入退院支援加算１を算定しない病棟（外来含む）

入退院支援部門の専従者が入退

院支援部門以外の従事は不可

※2  許可病床数が200床未満の保険

医療機関については一部例外あり。

患者サポート体制充実加算における相談窓口

【業務内容】

・入退院支援及び地域連携業務に専従

Ａ病棟

Ｂ病棟

※１人につき２病棟120床まで配置可

入退院支援加算１を算定する病棟

＋

・看護業務

病棟専任者は入退院支援

及び地域連携業務以外の

従事は不可


